


























































































































































ベトナムの株式会社 65%以上の賛成が必要 75%以上の賛成が必要､ただし具体的な比率は定款による(定款の改正 .追加､種類株式 .各種株式の授権株式数 会社の再編 .解散､重要な投資決定.資産売却など)
タイの公開株式会社 50%以上の賛成が必要 75%以上の賛成が必要 (定款の改正､増資.減資､解散､合併 .買収､会社の売却や譲渡､非公開会社から公開会社へ 変更など)
中国の株式会社 50%以上の賛成が必要 3分の2以上の賛成が必要 (定款の改正､登録資本金の増加.減少､合併.分割 .解散など)


























中国の株式会社 10%以上の株式を保有する株主は株主総会招集権､3%以上の保有するは株主総会で提案権を持つ○株主代表訴訟権o 株主総会で､董事､監事を選出する場合 累積投票制度を任意に実施することができるo


















































取締役会の選任と人数 独立 (外部)取締役の制度化 経営参加の制度化
ミャンマーの公開株式会社 取締役は3名以上､株主総会で任命o 特になし○ 特になし
ベトナムの株式会社 取締役は株主総会で選任 (外資では､以前外国人制限あり)o株式会社は､3人から11名の取締役会の設置義務o 特になし○ 特になし?
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主要な外資関連法 外資企業の主要な企業形肯 旨JLヽ 外資-の各種規制と環境
カンボジア カンボジア王国投資法 外国企業の子会社 (100%資所有企業､合弁企業) 1993年頃から市場経済-の移行と外資導入政策○外国
(1994年､2003年 改 企業の子会社は外資51%以
正) 上の出資o適格投資プロジェクト-の各種優遇政策○
ラオス 外 国 投 資 奨 励 法(1988年､2004年 改正) 100%外資所有企業､合弁 1986年からナン夕ナカーンーマイ(新思考)政策による改革政策と外資導入政策○外資出
企業､契約に基づく事業 資30%以上o外資の存続期間規定○奨励する分野 .地域での投資に各種優遇策○
ミャンマー 外国投資法(1988年) 100%外資所有企業､合弁企業､契約に基づく事業o 1988年から外資導入政策○軍事政権による規制､インフラの未整備､多重為替問題○





中国 中外合資経営企業法(1979年､2001年改正)､中外合作経 100%外資所有企業 (外資 1978年から､改革 .開放によ
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